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 政府は公益通報者保護法案を今通常国会に提出し立法化すべく先日閣議決定

した。近時、民間事業者のみならず、国、県、市町村及びこれらの関連団体に

おいても様々な不祥事が内部告発されることにより社会的関心事となり、是正

が図られている。このような公益に関する内部告発（公益通報）が公益を守り、

国民の知る権利に資するものとして極めて重要な役割を果していることは今や

社会共通の認識となっていると言えよう。従って、このような公益通報者を解

雇などの不利益な取扱いから保護する法制が必要である。ところが、政府が閣

議決定した公益通報者保護法案は見過すことのできない様々な問題点を有し、

むしろ現在よりも公益通報者の保護水準を切り下げ、かえって公益通報を抑制

するおそれがあるとして消費者団体や日本弁護士連合会から批判されている。 

 即ち、政府案は、第一に、通報対象事実（通報の内容たる事実）を、「犯罪行

為」と「最終的に刑罰で強制される法令違反行為に該当する事実」に限定し、

しかも、政治資金規制法、公職選挙法、税法等については、国民の生命、身体、

財産の保護にかかわる法令ではないとして対象外とされている。仮にこのよう

な政府案が立法化されると、例えば、雪印乳業事件で問題となった総合衛生管

理製造過程の承認を受けた製造過程の無断変更、日本では禁止されていないが

外国で安全性に問題があるとして禁止されている食品添加物や医薬品の使用

（例：エイズ事件を発生させた血液製剤等）、議員の政治資金規制法違反などに

関する情報は通報対象事実から外されることになり、通報者は保護の対象外と

されることになる。また、そもそも個々の法令違反行為が行政処分を経て最終

的に刑罰で強制される法令違反行為に該当するか否かの判断は、法律専門家に

とっても容易ではなく、まして一般国民にとっては至難の業である。第二に、

通報先についての保護要件として、「被害の発生もしくは拡大を防止するため

に必要であると認められる者」としつつ、同業者や正当な利益を害するおそれ



  

 

のある者は通報者が保護される通報先から除外されている。しかし、解釈の仕

方によってはこの保護要件は狭く解釈され、除外例は広く解釈される可能性が

あり、通報者の立場が極めて不安定である。また、「被害の発生、拡大を防止す

るために必要な通報先であること」の立証責任を通報者に負担させることにな

り、通報者に過大な負担を強いることになる。第三に、第二に記載した通報先

以外の外部への通報の要件についても厳しい条件が付されている。例えば、雇

主に通報すれば「当該通報対象事実に係る証拠が隠滅され、偽造され、または

変造されるおそれがあると信ずるに足りる相当の理由がある場合」などという

条件である。 

 このように、今通常国会に提出されようとしている公益通報者保護法案は、

通報対象事実を制限していることに加え、公益通報しようとする者に対し極め

て厳しい条件と負担を課そうとするものであり、現行法の下での保護水準を切

り下げることになる。 
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